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大分県と共催で県内の集落営農組織を対象とした人材確保対策研修会を、8

月23日（金）別府ビーコンプラザにて開催し、集落営農組織34組織74名および

関係者48名の参加がありました。

研修会では、人材確保を目的とした経営展開をテーマに、まず、広島県の（農）

ファーム志和の髙木組合長より法人合併の事例について、合併に至った背景や合併

の手法・手続き、現在の経営概況等の基調講演をしていただきました。当該法人は、

規模拡大による機械の効率的利用や労力の効率化、後継者確保などを目的に、

東広島市志和地区の（農）ファーム・ウチと（農）ファーム東志和の2法人の合併

によりH26.11月に新設された法人で、全国でも数少ない先進的な取り組みです。

また、農地中間管理事業を活用した農地集積も合併の後押しとなり、作業従事者

の確保や園芸品目の取り組みなど経営内容の多角化が図れたとのことでした。

また県内事例として、昨年3月に県内初となる2つの集落営組織が合併し設立さ

れた杵築市の（農）ひがし営農組合の真砂理事より、事例発表を行っていただ

JAおおいた・東部事業部で、法人会会員とＪＡ幹部職員との意見交換会が９

月６日に開催されました。これは、平成29年度から始まった地区別研修会を発展的

に方式を変えたもので、ＪＡ自己改革の一環として現場の声を大事にしていくことを

目的に行いました。

冒頭、法人会地区委員の（農）竹田津開拓・唯有組合長が「本日の意見交換

会を通じて、お互いがＷｉｎ・Ｗｉｎとなるよう率直な意見交換を期待します」と挨

拶。

意見交換会に当たり、まず最初にＪＡから自己改革の取組状況や、自己改革に
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きました。前身となった2組織の人材や農地、農業施策、機械などの課題を相互解決することを目的に合併し、若手役員・オペレー

ターの確保、集積面積の拡大、新規品目の取り組みなどの効果を生んだという報告でした。

最後に、佐伯市地域おこし協力隊の野間氏より「さいき農林業サポート人材バンク」の取り組みについて紹介していただきました。

農繁期などに人手を必要とする農業者と農業を手伝いたいサポーターを結びつけ、市内の農業分野の担い手不足を解消する取り組

みにより、昨年度は延べ25名のマッチングが行われたとのことでした。

いずれの事例も人材不足を課題とする集落営農組織の参加者にとって関心の高い内容であり、会場からは多くの質問や、「研修

内容を参考に経営について検討したい」との意見がありました。

東部事業部でのようす
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★ 事務局からの文書は代表者のもとに届いていますか?

代表者の『異動届』を提出いただけないと、変更前の住所・代表者宛てに各種文書が届くことになります。

『異動届』を提出してください。

事務局からのお知らせ

令和元年度 今後の主要行事

１１月５日・ ６日 5県集落営農法人等連絡協議会サミット 於;高知県

１２月９日・１０日 集落営農法人全国実践交流集会(全国集落営農サミット)

農機具セルフメンテナンス講習会の『開催申込み』受付中！！

第二弾 共同購入トラクター(中型) 意向調査実施中

JAグループでは、H29年度より生産者の声を生かしたトラクターの開発(あまり使わない機能は

付けない)をし、全国の生産者が共同購入に結集することで低価格トラクターの販売を実現してき

ました。

今回はその第２弾として、中型トラクター(28～35馬力クラス)の開発要求をしているところです。

そこで、今回の共同購入(中型トラクター)に参加を希望する人の「意向調査」をしています。「意

向有り」と回答しても購入の義務はありません。メーカーに製造発注をするうえでの数量を把握する

JAグループ大分では、法人が所有している農機具をより長く使ってもらうことにより、経営コス

トを削減する取組み「農機具セルフメンテナンス」に以前から力を入れています。今年度も、希望

の法人には出向いて講習会を開催することとしています。

出前講習を希望する法人は、裏面「申込」用紙をJA全農おおいた宛提出してください。

伴う具体的な事業・商品の紹介、そして、行政から法人に有益な施策の紹介をし、

その後に意見交換が行われました。会議では、

●これまでの米の集荷対策は功を奏しているのか

●今年のような天候では、当初予定している早期米の買い取り期間までには収

穫ができない

などの米集荷に対する質問や、農機レンタル、ＧＡＰへの対応など、現場の声を反

映した質問が多く出されました。また、昨今の天候不順を反映してか「一発肥料は手

間もかからず、省力化のためには本当にありがたい商品だが、このところの高温により

肥料がうまく効いていない。温度と施肥時期などを追跡調査して、今後の稲作づくりに反映して欲しい」との要望もありました。

この日の東部事業部の意見交換会には、11法人・14名の参加があり、ＪＡからは10名の幹部職員と、県・振興局3名、法人

会事務局2名が参加しました。

また、JA玖珠九重との意見交換会は９月１８日(水)の19時から、管内の8法人・10名とJAからは石井組合長他常勤理事・

幹部職員8名が出席する中開催され、多岐に亘る意見や質問がありました。

ために活用するものです。現在購入を考えており数年以内に購入することが見込める方は、「意向調査」にご協力ください。

全国の生産者が結集すればするほど、低価格が実現します。 購入を検討中の法人は、お近くのJAまで。

JA玖珠九重でのようす










